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研究成果の概要（和文）：　本研究では、行政と住民が協力して災害時の情報を収集、処理、提供するとともに、災害
時要援護者の安否確認を迅速に行い、救助活動を支援するシステムの開発を行った。
　入力情報には、気象庁の情報のほか、地震計と３次元雨量計を設置して、独自でも入力できるシステムとした。広く
住民に情報を提供するためには、デジタルサイネージを用いて、安否確認システムの要援護者が持つ端末はスマートフ
ォンを用いて、サーバはクラウドシステムを用いてシステム構築を行った。宇部市をモデル地域として、市の防災や福
祉に関連する部署、高齢者、聴覚障碍者の協力を得て、プロトタイプシステムを構築、その機能検証を行った。
　

研究成果の概要（英文）： In this study, we developed a prototype system in which a local government and 
its residents gather, process and distribute disaster-related information. In addition, the function to 
confirm the impared persons's condition, i.e., safe or not, is included in the system to support swift 
rescue activities.
 In order to obtain the disater-related information, we use the information from the Japan Meteorological 
Agency and earthquake and precipitation data which are observed from the observation network system which 
we established in this study as well. In the information distribution subsystem, we used the 
digital-signage displays. In the situation conformation subsystem, we developed software for the 
smartphone used by impared persons to inform their situation to the local government, i.e., safe or not.
 The prototype system was developed in cooporation with Ube city, and we evaluated the function of the 
system and found that it will be effective in real disaster situation.

研究分野： 防災工学
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１．研究開始当初の背景 
 山口県の最近の豪雨災害を詳細に検証し
たところ、災害発生時、必ずしも情報が市を
はじめとする行政から住民へ伝わっていな
いことが多く、また逆に住民から行政へ地域
の被災状況が伝わっていないことが多くみ
られた。 
被災地の住民からその状況が市の方へス

ムースに伝えられれば、行政も早期に対応が
可能となり、被害を最小限に抑えられる。一
方、行政の持っている情報が速やかに住民へ
伝えられれば、住民は早めの対応が可能とな
り、危険を避ける、あるいは被害を最小限に
抑えることが可能である。 
このように、住民と行政が情報をともに収

集し、共有することが重要であることが改め
て確認できた。特に高齢者、身体障碍者など
の災害時要援護者に対して、安否の確認を迅
速に行うことが重要であることが改めて明
らかとなった。このことは、山口県に限らず
他の地域で発生した災害で共通にみられる
ことであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上記の背景をもとに、災
害情報を住民自らが取得、処理、伝達、これ
らを行政と共有することによって、安全で安
心できる社会を実現するための情報システ
ムを構築することである。 
 本システムは、地震情報や気象情報を自ら
入手するとともに、インターネットなどから
も情報を取得する「インプット系」と、取得
した情報を行政と住民に内容を選別して提
供する「処理サーバ」系と、これらを伝達・
表示する「アウトプット系」とからなる。 
 住民への情報は、災害時要援護者と一般住
民がその対象となる。災害時には要援護者の
安否確認を早急に行う必要があり、本システ
ムでは最小限の情報量で一斉に安否確認を
可能とするシステムを構築する。要援護者の
端末には日ごろから使用している携帯電話
を改良して用いる。また一般市民には、デジ
タルサイネージを用いて情報をリアルタイ
ムで提供する。 
 本研究では、サーバシステムをクラウド上
に設置し、携帯端末はスマートフォンの改良
で解決する。実装を考えて、プロトタイプを
宇部市の協力で構築する。 
 
３．研究の方法 
 以下の項目を行う。 
(1) 全体システムの設計： 
本研究では住民から市、消防、警察、社会

福祉協議会など公的機関へも情報が届くシ
ステムとする。そのために、地震情報、気象
情報、監視カメラ情報を公的機関と地域住民
とで共有する。またデータ解析サーバをクラ
ウド上に構築する。地域住民は公的機関から
の情報を使いながら、また要援護者の端末か
らの情報も聞きながら積極的に要援護者の

安否確認、救援・救助活動ができるシステム
とする。 
(2) インプット系の構築： 
 地震や気象情報は気象庁発表の各種注意
報、警報等をインターネットから入手すると
ともに、地震計、３次元雨量計を地域の防災
上重要な場所の設置し、独自でも情報を取得
し、情報の精度を上げる。特に気象庁発表の
情報は代表点だけであり、地域特性の異なる
空間的に広い広がりを持つ行政区にあって
は、このことは重要である。また、監視カメ
ラは災害発生の可能性の高い河川や海岸に
設置する。その際カメラは夜間でも監視でき
るようにダイナミックレンジの広い赤外線
カメラとする。 
(3) サーバシステムの構築： 
 サーバシステムをクラウド上に構築する
ことにより経済性、安全性の大きなメリット
を活用する。このメリットは高額な経費のた
めにこの種のシステム導入をあきらめてい
た自治体にとって朗報となる。 
(4) 要援護者の持つ端末の開発： 
 視覚障碍者、聴覚障碍者、高齢者などそれ
ぞれの特色を考慮に入れて、確実に通信でき
る機能を端末に実現する。具体的にはスマー
トフォンをベースに、障碍者のそれぞれの特
性に応じて情報が提供できるアタッチメン
ト及びソフトウェアを開発するとともに、端
末本体にも点字表示などの工夫を加える。 
(5) サーバと端末の間の通信の構築： 
 災害時には多数の要援護者に対して迅速
かつ確実に通信を行う必要がある。本システ
ムはあらかじめ必要な伝言を録音（視覚障碍
者対象）、あるいは文字列として記録（聴覚
障碍者対象）、それに番号を付してその番号
を伝送することによって最小限の情報によ
り、簡潔、かつ確実に伝わる通信プロトコル
とする。 
(6) デジタルサイネージによる情報提供シ
ステムの構築： 
一般の地域住民を対象として、常時は地域

や公的機関からの情報を提供するが、災害時
には災害情報を提供する。その情報は公的機
関からのものはもちろん、地域からの情報も
リアルタイムで提供する。提供する情報の内
容、表示の仕方については、錯覚を防ぐため
にアイ・トラッカーを用いて詳細に分析して
実現する。 
(7) 衛星データの活用： 
 行政が入手し、災害時の意思決定のサポー
トを行う情報として、衛星リモートセンシン
グが有効であることが本研究の期間中に明
らかになり、積極的に衛星データを使い、被
害状況を把握することも考慮に入れた。 
 
 以上各項目をシステム化する（サブシステ
ムの構築）ことを最初の３年間で実施し、最
終年の４年目に、宇部市、宇部市社会福祉協
議会の協力を得て、全体システム、すなわち
プロトタイプシステムの構築を行う。そして



システムの実装におけるアック主課題を整
理する。 
 

４．研究成果 
 上記各サブシステムの開発、そしてそれら
を統合してプロトタイプシステムを構築す
ることができた。 
また、それぞれのサブシステム構築にあた

って、基礎となる課題に対して研究を進める
ことができた。 
本研究は宇部市の協力得てシステム構築

を進めてきたが、この間に得られた知見は、
同じ山口県周南市の防災システム（防災情報
収集・伝達システムと明記）の開発に、大い
に役立った（研究代表者の三浦がシステム検
討委員会の委員長を務める）。 
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